
◆
人
権
擁
護
委
員
候
補
者
の

推
薦

人
権
擁
護
委
員
の
日
暮
俊
幸

氏
の
任
期
が
満
了
し
ま
す
が
、

引
き
続
き
同
氏
を
推
薦
す
る
こ

と
に
つ
い
て
議
会
の
意
見
を
求

め
る
も
の
で
す
。

◆
一
般
職
の
職
員
の
給
与
等
に

関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
の
制
定

人
事
院
及
び
千
葉
県
人
事
委

員
会
の
給
与
勧
告
に
沿
っ
て
の

一
部
改
正
で
す
。

◎
主
な
内
容

・
公
民
給
与
の
逆
格
差
を
是
正

す
る
た
め
、
一
般
職
の
職
員
の

各
給
料
表
に
つ
い
て
、
全
て
に

わ
た
り
０
・
３
％
の
引
き
下
げ

改
定
。

・
配
偶
者
に
係
る
扶
養
手
当
の

額
を
５
０
０
円
引
き
下
げ
、
１

万
３
千
５
０
０
円
か
ら
１
万
３

千
円
に
改
め
る
。

・
年
間
の
勤
勉
手
当
の
支
給
率

を
０
・
０
５
月
引
き
上
げ
年
間

の
期
末
・
勤
勉
手
当
の
支
給
率

を
４
・
４
月
か
ら
４
・
４
５
月

と
す
る
。

・
民
間
の
年
間
給
与
と
の
実
質

的
な
均
衡
を
図
る
た
め
、
本
年

４
月
か
ら
11
月
ま
で
の
給
料
等

の
実
質
超
過
分
に
つ
い
て
は
、

本
年
12
月
の
期
末
手
当
に
お
い

て
調
整
す
る
。

・
俸
給
水
準
の
引
き
下
げ
、
地

域
手
当
の
新
設
、
勤
務
実
績
の

給
与
へ
の
反
映
な
ど
公
務
員
給

与
制
度
全
般
に
わ
た
る
抜
本
的

な
構
造
改
革
を
平
成
18
年
度
か

ら
段
階
的
に
実
施
す
る
（
県
人

事
委
員
会
の
勧
告
後
、
必
要
な

措
置
を
予
定
）

議 案 の 内 容

2 市議会だより｜平成18年（2006年）2月15日

提出議案の主な内容

12月定例会

平成17年12月定例会は、12月１日に開会され、
市長から諮問１件、議案８件、議員から発議
案２件、また９月定例会で継続審査となって
いた、各会計決算７件が審議されました。

人
　
　
　
事

条
　
　
　
例

意見書を国などに提出しました�

真の｢地方分権改革の確実な実現｣に関する意見書（要約）

１．地方交付税の所要総額の確保
平成18年度の地方交付税については、「基本方針２００５」の閣議決定を踏ま

え、地方公共団体の安定的財政運営に支障を来たすことのないよう、地方交付
税の所要総額を確保すること。
また、税源移譲が行われても、税源移譲額が国庫補助負担金廃止に伴い財源

措置すべき額に満たない地方公共団体については、地方交付税の算定等を通じ
て確実に財源措置を行うこと。
２．３兆円規模の確実な税源移譲

３兆円規模の税源移譲に当たっては、所得税から個人住民税への10％比例税
率化により実現すること。また、個人所得課税全体で実質的な増税とならない
よう適切な負担調整措置を講ずること。
３．都市税源の充実確保

個人住民税は、負担分任の性格を有するとともに、福祉等の対人サービスを
安定的に支えていく上で極めて重要な税であり、市町村への配分割合を高める
こと。
４．真の地方分権改革のための「第２期改革」の実施

政府においては、「三位一体の改革」を平成18年度までの第１期改革にとどめ
ることなく、「真の地方分権改革の確実な実現」に向け、平成19年度以降も「第
２期改革」として「地方の改革案」に沿った更なる改革を引き続き強力に推進
すること。
５．義務教育費国庫補助負担金について

地方が創意と工夫に満ちた教育行政を展開するため、「地方の改革案」に沿っ
た税源移譲を実現すること。
６．施設整備費国庫補助負担金について

施設整備費国庫補助負担金の一部について税源移譲割合が50％とされ、税源
移譲の対象とされたところではあるが、地方の裁量を高めるため、「第２期改革」
において、「地方の改革案」に沿った施設整備費国庫補助負担金の税源移譲を実
現すること。
７．法定率分の引き上げ等の確実な財源措置

税源移譲に伴う地方財源不足に対する補てんについては、地方交付税法の原
則に従い、法定率分の引き上げで対応すること。
８．地方財政計画における決算かい離の同時一体的な是正

地方財政計画と決算とのかい離については、平成18年度以降についても、引
き続き、同時一体的に規模是正を行うこと。
９．「国と地方の協議の場」の制度化

「真の地方分権改革の確実な実現」を推進するため、「国と地方の協議の場」
を定期的に開催し、これを制度化すること。

八街市議会議長　
衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　内閣官房長官
経済財政政策・金融担当大臣　総務大臣　財務大臣
経済財政諮問会議民間議員　　　　　　　　　　　　　　あて

議会制度改革の
早期実現に関する意見書

（要約）

本格的な地方分権時代を迎
え、住民自治の根幹をなす議会
がその期待される役割と責任を
果たしていくためには、地方議
会制度の改正が必要不可欠であ
る。

記
１．議会の招集権を議長に付与
すること。
２．地方自治法第96条２項の法
定受託事務に係る制限を廃止
するなど議決権を拡大するこ
と。
３．専決処分要件を見直すとと
もに、不承認の場合の首長の
対応措置を義務付けること。
４．議会に附属機関の設置を可
能とすること。
５．議会の内部機関の設置を自
由化すること。
６．調査権・監視権を強化する
こと。
７．地方自治法第203条から
「議会の議員」を除き、別途
「公選職」という新たな分類
項目に位置付けるとともに、
職務遂行の対価についてもこ
れにふさわしい名称に改める
こと。

八街市議会議長

衆議院議長　参議院議長　
内閣総理大臣　総務大臣
地方制度調査会　　　　あて

？？人事院？？
人事院の仕事は、国家公務
員の給与その他の勤務条件の
改善及び人事行政の改善に関
する勧告、職階制、試験及び
任免、給与、研修、苦情の処
理のほか人事行政の公正の確
保及び利益保護等に関す
る事務を行っている。


